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教育訓練の要件

イ 事業主が自ら指定した対象期間内（１年間）（※２）に行われるものであること。

ロ 所定労働日の所定労働時間に全一日にわたり行われるものであること（事業所内で行う場合）。

ハ 就業規則等に基づいて通常行われる教育訓練ではないこと。

ニ 労使間の協定（※３）による教育訓練であること。

ホ 教育訓練実施日に支払われた賃金の額が、労働日に通常支払われる賃金の額に０．６を乗じて

得た額以上であること。

はじめに

従来の雇用調整助成金制度が見直され、中小企業向けに中小企業緊急雇用安定助成金（以下

「本助成金」という。）制度が創設されました（平成２０年１２月から当面の間の措置。）。この制

度について、第１回（５月号）では、支給要件、特に「事業主が休業を行った場合」について、

支給を受けることのできる額及び事前届出を中心に取り上げました。第２回では、事業主が教

育訓練を実施する場合及び実際に判定基礎期間（※１）に休業等（「休業又は教育訓練」のこ

と。）を行ったときの申請について取り上げていきたいと思います。なお、出向については、

誌面の都合上、割愛させて頂きますので、所轄ハローワーク又は社会保険労務士にご確認下さい。

※１ 「判定基礎期間」…暦月（賃金締切日として毎月一定の期日が設けられている場合は、賃金締切

期間）をいいます。休業及び教育訓練を実施した場合の本助成金の支給申請はこの期間を単位と

して行います。

１ 支給対象となる教育訓練とは…

本助成金の支給対象となるのは、一定の要件を満たした休業、教育訓練又は出向です。前回

は「休業」について主な要件を確認しましたが、この休業を行うことによって、「従業員のモ

チベーションが下がる。」或いは、所属部門によって休業の有無や日数に差がある場合は「休

業をしない部門も休日に作業をしているような状態になり、企業全体の作業効率がダウンして

しまっている。」といった問題も発生しているようです。そのような問題への対応策の１つが

「教育訓練」を行うことといえます。「教育訓練」を行うことにより、労働者のモチベーショ

ンを維持するとともに、訓練内容によっては、労働者のスキルアップによる企業の業務範囲の

拡大等も期待できます。

支給対象となる「教育訓練」は、職業に関する技能、知識又は技術を取得又は向上させるこ

とを目的とする教育、訓練及び講習等で、所定労働日の所定労働時間内に実施されるものをい

います。
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助成金の対象とならない教育訓練

イ 当該企業において通常の教育カリキュラムに位置付けられているもの。

（例）入社時研修、新任管理職研修、中堅職員研修

ロ 法令で義務付けられているもの。

（例）安全衛生法関係（労働安全衛生法第５９条、第６０条に該当するものに限る。）

ハ 転職や再就職の準備のためのもの。

ニ 教育訓練科目、職種等の内容に関する知識又は技能、実務経験、経歴を有する指導員又は講

師（資格の有無は問わない。）により行われるものではないもの。

ホ 講師が不在であり、かつ、ビデオやDVD等を視聴するもの。

助成金の対象となる教育訓練

当該企業において、通常の教育カリキュラムに位置付けられていない限り、次の例のようなもの

については、教育訓練として認められます。

〔例〕技能向上、フォークリフトやクレーン等の技能講習、経営哲学、マーケティング手法、品質

向上やQCサークルのスキルアップ、語学、新分野進出に関する業務内容、ISO、コーチン

グ技法、OA関係、財務分析、モチベーションの向上、メンタルヘルス対策、人事・労務管

理、リーダーシップ能力開発、コミュニケーション能力開発

また、「職業に関する」とは、現在就いている職業に直接関係するものに限らず、現在就い

ている職業に関連する周辺の技能、知識に関するものも含まれる他、事業活動の縮小等に伴い

配置転換をする場合に必要な訓練も含まれます。具体的には、前ページの要件を満たしている

必要があります。

なお、支給対象となる「教育訓練」に関する厚生労働省の「教育訓練の判断基準」は次のと

おりです。

●教育訓練の判断基準について

また、教育訓練の種類としては、�事業所内訓練、�外部研修、�委託訓練の３種類がありま
す。種類によって、準備する書類が異なりますので、所轄ハローワーク等に確認してください。

※２ 「対象期間」…例えば、休業開始日が平成２１年５月１日の場合、対象期間は平成２１年５月１日か

ら平成２２年４月３０日までとなります。

※３ 「労使間の協定」…労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、ない場合に

は労働者の過半数を代表する者（代表者選任の証明書類が必要）との間で書面により行います。
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〔参考〕訓練の種類について
イ 事業所内訓練
事業主が自ら事業所内で実施するものであって、生産ライン又は就労の場における通常の生
産活動と区別して行われるもの。

ロ 外部研修
職業能力開発促進法第１６条に規定する公共職業能力開発施設、同法第４７条に規定する指定試
験機関、学校教育法第１条に規定する各種学校、社団法人又は財団法人、中央労働災害防止協
会等の施設において実施するもの。

ハ 委託訓練
事業主団体等に委託して実施するもの（事業主団体等と委託契約を締結し、当該契約に基づ
いて実施されるものであること）。

★前記ロ、ハについては、自社内に、適当な会議室や研修室がない場合又は適切な講師がいない
場合には、特に有効といえます。

２ 教育訓練を実施した場合に支給を受けることのできる額は…

教育訓練を実施した場合に支給を受けることのできる額は、賃金に相当する額として厚生労

働大臣の定める方法により算定した額の５分の４（休業した場合と同様に（第１回６参照。）、

１人１日当たり雇用保険の基本手当日額の最高額（平成２０年８月～平成２１年７月までは７，７３０

円）が限度。）に、訓練費として１人１日当たり、６，０００円を加算した額です。

３ 事前届出

支給対象となる「教育訓練」を実施する場合には「休業」と同様に、事前に所轄ハローワークを

経由して都道府県労働局の長へ届け出る必要があります。教育訓練を実施する場合には、「休

業等実施計画（変更）届」（第１回資料２参照）及び「雇用調整実施事業所の事業活動の状況に

関する申出書」（第１回資料３参照）等を提出し、支給対象となる事業主に該当することの確認

を受けることになります。なお、事前の届出が行われなかった場合は、支給対象となりません。

また、「教育訓練」の場合、教育訓練の内容によっては助成金の支給対象となりません。そ

の際は、賃金に相当する額として厚生労働大臣の定める方法により算定した額の５分の４も受

給できないこととなりますので、教育訓練の内容が対象となるか未確認の段階では、「休業等

実施計画（変更）届」を「休業」で提出し、確認できた段階で、「休業」から「教育訓練」へ

の変更を届け出た方がよいようです。ただし、変更届は、変更に係る実施日前に提出しなけれ

ばなりません。

４ 休業等を行った場合の支給申請

支給対象となる休業等を実施し、助成金の支給申請をする場合には、判定基礎期間ごとに末

日の翌日から１ヵ月以内に労働組合等の確認を得て（「休業手当支給状況確認書」（資料９参照）、

「休業・教育訓練協定確認書」）、「中小企業緊急雇用安定助成金（休業等）支給申請書」（資料

７参照）、「中小企業緊急雇用安定助成金（休業・教育訓練）助成額算定書」（資料８参照）等
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解雇等を行わない事業主について助成率上乗せの要件

イ 判定基礎期間の末日における事業所労働者数が、比較期間（初回の計画届提出日の属する月
の前月から遡った６ヵ月間）（※４）の月平均事業所労働者数と比して５分の４以上である
こと。

ロ 判定基礎期間とその直前６ヵ月の間に事業所労働者の解雇等（有期契約労働者の雇止め、派
遣労働者の事業主都合による中途契約解除等を含む）を行っていないこと。

を所轄ハローワーク経由で都道府県労働局の長へ提出します。予約制のハローワークもありま

すので、事前に確認をしておくことが必要です。なお、提出に必要な書類については、資料６

をご参照下さい。

支給申請の際には、資料６にも記載してありますが、提出書類の記載内容を確認するために、

�賃金台帳（休業手当と通常労働日に支払われた賃金、手当等を明確に区別して記載したもの
で、判定基礎期間を含め前４ヵ月分が必要）の原本及び写し、�出勤簿又はタイムカード（休
業日（時間）、通常労働日がそれぞれ明確に区分して表示されているもの）の原本及び写し、

�休暇・欠勤・出張伺・旅費精算書（休暇、出張の内容が明らかになるもの）等の原本及び写
し、�判定基礎期間の初日が属する年度の前年度確定保険料分の労働保険概算・確定保険料申
告書又は労働保険料算定基礎賃金等の報告書及び労働保険料納入通知書なども必要となります。

なお、現在、支給申請から助成金が支給されるまでには３ヵ月程度かかるようです。

５ 本助成金制度の拡充

平成２１年３月３０日から景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により事業活動の

縮小を余儀なくされた場合において、その雇用する労働者や役務の提供を受けている派遣労働

者の雇用の安定を図るため、休業等の実施により本助成金を受給する事業主のうち、解雇等を

行わない事業主について助成率が上乗せされるよう制度が拡充されました。助成率は、次の要

件を満たした場合に上乗せされます。

通常の助成率は５分の４ですが、前記の要件を満たした場合には、上乗せ後の助成率が１０分の９

となります。ただし、賃金に相当する額として厚生労働大臣の定める方法により算定した額の１０分

の９が、１人１日当たり雇用保険の基本手当日額の最高額（平成２０年８月～平成２１年７月までは

７，７３０円）を超える場合の助成額は、１人１日当たり雇用保険の基本手当日額の最高額となります。

支給手続きですが、本助成金の支給申請書提出時に「雇用維持事業主申告書」を併せて提出

することが必要となります。

※４ 「比較期間」…例えば、初回の判定基礎期間が平成２１年５月１日～平成２１年５月３１日、初回の計

画書提出日が平成２１年４月１５日、賃金締切日が毎月末日の場合、比較期間は平成２０年１０月１日～

平成２１年３月３１日となります。

経経営営セセミミナナーー
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おわりに

第１回でもお話しましたが、この制度は、世界的な金融危機や景気の変動などの経済上の理

由による企業収益の悪化の影響を受けて、生産量が減少し、事業活動の縮小を余儀なくされた

中小企業事業主が、その雇用する労働者を一時的に休業、教育訓練又は出向をさせた場合に、

休業、教育訓練又は出向に係る手当若しくは賃金等の一部を助成するというものです。したが

って、まず事業主が休業手当等を労働者に支払うことになります。その後、判定基礎期間ごと

に末日の翌日から１ヵ月以内に支給申請します。つまり、休業手当等を労働者に支払ってから、

本助成金が支給されるまでに、４ヵ月程度は見ておく必要があるということになります。また、

休業による企業内の作業効率の低下や労働者のモチベーションの低下も考えられますし、更に、

事前届出や申請の時期によっては助成金の支給要件等が変更されている場合もありますので、

本助成金を利用する場合は、所轄ハローワーク、社会保険労務士又は相談会を行っている行政

機関等にお問合せやご相談されることをお勧めいたします。

なお、本助成金制度は、中小企業事業主向けに雇用調整助成金の助成内容等が拡充された制

度です。中小企業事業主に該当しない場合は、雇用調整助成金制度の支給要件等をご確認下さい。

助成金の概要 （平成２０年１２月から当面の間の措置）

【主な支給の要件】
��最近３ヵ月の売上高又は生産量等がその直前３ヵ月又は前年同期比で減少していること。
�前期決算等の経常利益が赤字であること（生産量等が５％以上減少している場合は不要。）。
��休業の場合
従業員の全一日の休業又は事業所全員一斉の短時間休業を行うこと
（平成２１年２月６日から当面の期間にあっては、当該事業所における対象被保険者等毎に１時
間以上行われる休業（特例短時間休業）についても助成の対象となります。）
�教育訓練の場合
所定労働日の所定労働時間に全一日にわたる教育訓練を行うこと
�出向の場合
３ヵ月以上１年以内の出向を行うこと。

＊実際にはもっと細かい要件があります。

【支給を受けることのできる額】
�休業を行う場合
休業手当相当額の４／５（上限あり）
支給限度日数：３年間で３００日（最初の１年間で２００日分まで）
�教育訓練を行う場合
前記�の金額に１人１日６，０００円を加算
�出向の場合
出向元で負担した賃金の４／５（上限あり） 平成２１年４月２５日現在

（完）
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経経営営セセミミナナーー

資料９：【記載例】資料８：【記載例】

資料７：【記載例】資料６：支給申請添付書類一覧表

出典：埼玉労働局ホームページより
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